
昭和二十五年建設省令第四十四号

建築動態統計調査規則

統計法（昭和二十二年法律第十八号）第三条第二項及び建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第十五条第四項の規定に基き、建築

動態統計調査規則を次のように定める。

目次

第一章　建築着工統計調査（第一条―第十三条）

第二章　建築物滅失統計調査（第十四条―第二十六条）

附則

第一章　建築着工統計調査

（着工調査の目的）

第一条　統計法（平成十九年法律第五十三号）第二条第四項に規定する基幹統計である建築着工統計を作成するための調査（以下「着工調

査」という。）は、全国における建築物の建設の着工動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得ることを目的とする。

（用語の意義）

第二条　この章で「建築物」とは、建築基準法（以下「法」という。）第二条第一号に定めるものをいう。

２　この章で「住宅」とは、家計を営む者が、独立して居住することができるように設備された一棟若しくは数棟の建築物又は区画された

その一部をいう。

（着工調査の区分）

第三条　着工調査は、次に掲げる調査区分により行う。

一　建築物着工統計調査

二　住宅着工統計調査

三　建築工事費調査

（着工調査の範囲）

第四条　建築物着工統計調査は、法第十五条第一項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出に係る建築物について行う。

２　住宅着工統計調査は、前項の建築物のうち住宅について行う。

３　建築工事費調査は、第一項の建築物のうち国土交通大臣の定める標本抽出方法により、国土交通大臣が毎月抽出したものについて行

う。

（着工調査の時期）

第五条　建築物着工統計調査及び住宅着工統計調査は、法第十五条第一項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出を受理したとき

（法第六条第一項又は第十八条第二項の規定により確認を受け、又は通知しなければならない建築物にあっては、法第六条第四項若しく

は第六条の二第五項又は第十八条第三項の規定により確認し、若しくは提出を受け、又は確認済証を交付したとき）に行う。

２　建築工事費調査は、前条第三項の規定により抽出した建築物の建築の工事が完了した日現在によって行う。

（着工調査の調査事項）

第六条　着工調査は、次に掲げる事項について行う。

一　建築物着工統計調査

（一）　着工予定期日

（二）　工事の予定期間

（三）　敷地の位置

（四）　建築主

（五）　工事種別

（六）　工事部分の構造

（七）　建築物の用途

（八）　建築物の数

（九）　新築工事の場合における階数（地上の階数、地下の階数の別）

（十）　新築工事の場合における敷地面積

（十一）　工事部分の床面積の合計

（十二）　建築工事費予定額

二　住宅着工統計調査

（一）　着工予定期日

（二）　工事の予定期間

（三）　敷地の位置

（四）　新設又はその他の別

（五）　工事部分の構造（木造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造、コンクリートブロツク造、その他の別）

（六）　住宅の建築工法（在来工法、プレハブ工法、枠組壁工法の別）

（七）　住宅の種類（専用住宅、併用住宅、その他の住宅の別）

（八）　住宅の建て方（一戸建住宅、長屋建住宅、共同住宅の別）

（九）　利用関係（持家、貸家、給与住宅、分譲住宅の別）

（十）　住宅の戸数

（十一）　工事部分の床面積の合計

（十二）　新設住宅の資金（民間資金住宅、公営住宅、住宅金融支援機構住宅、都市再生機構住宅、その他の別）

（十三）　建築を伴う除却住宅戸数

（十四）　建築を伴う除却住宅の利用関係（持家、貸家、給与住宅の別）

三　建築工事費調査

（一）　工事の変更

（二）　着工日

（三）　工事の完了日

（四）　実施床面積

（五）　工事実施額
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（着工調査に係る調査票の作成及び送付）

第七条　都道府県知事は、法第十五条第一項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出に基づいて、別記第一号様式の調査票（その

作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項及び

第十一条から第十三条までにおいて同じ。）を、当該届出に係る建築基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号）別記第四十号様

式に記載された着工予定期日（以下単に「着工予定期日」という。）の属する月ごとに作成し、これを翌月十三日までに到達するよう国

土交通大臣に送付しなければならない。

２　前項の調査票の送付については、当該調査票が電磁的記録で作成されている場合には、都道府県知事の使用に係る電子計算機（入出力

装置を含む。以下同じ。）と国土交通大臣の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であっ

て、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、国土交通大臣の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるも

のをもって行うことができる。

第八条　削除

第九条　建築物（第四条第三項の規定により国土交通大臣が抽出した建築物をいう。以下この項及び次項において同じ。）の工事施工者は、

当該建築物について別記第二号様式の調査票（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次

項及び第三項、第十二条並びに第十三条において同じ。）を作成し、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する月

の翌々月十三日までに到達するよう国土交通大臣に送付しなければならない。

一　当該建築物の建築の工事が完了した場合（第三号に掲げる場合を除く。）　当該工事が完了した日

二　当該建築物の建築の工事が着工予定期日から一年以内に中止された場合　当該工事が中止された日

三　当該建築物の建築の工事が着工予定期日から一年を経過しても着手されない場合　当該着工予定期日から一年を経過した日

２　建築物の工事施工者は、次の各号に掲げる場合においては、前項の規定にかかわらず、当該建築物について同項の調査票を作成し、当

該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日以後四月を経過する日の属する月の末日までに到達するよう国土交通大臣に送付し

なければならない。

一　当該建築物の建築の工事が着工予定期日から三月以内に完了した場合　当該工事が完了した日

二　当該建築物の建築の工事が着工予定期日から三月以内に中止された場合　当該工事が中止された日

３　前二項の調査票の送付については、当該調査票が電磁的記録で作成されている場合には、前二項の工事施工者の使用に係る電子計算機

と国土交通大臣の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通

じて情報が送信され、国土交通大臣の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録されるものをもって行うことができ

る。

第十条　削除

（着工調査に係る結果の公表）

第十一条　国土交通大臣は、第七条の規定により送付を受けた調査票に基づいて、毎月分について全国の集計を翌月末日までに行い、その

集計結果を、速やかに、定期の刊行物に掲載する等の方法により公表する。

第十二条　国土交通大臣は、第七条及び第九条の規定により送付を受けた調査票に基づいて、毎年、年次建築動態統計表を作成して翌年九

月末日までに公表する。

（着工調査に係る関係書類の保存）

第十三条　国土交通大臣は、第七条及び第九条の規定により送付を受けた調査票、第十一条に規定する集計結果並びに前条に規定する年次

建築動態統計表（この条において「関係書類」と総称する。）を、二年間保存しなければならない。ただし、関係書類が電磁的記録で作

成されている場合には、当該電磁的記録を永年保存するものとする。

第二章　建築物滅失統計調査

（滅失調査の目的）

第十四条　建築物滅失統計調査（以下「滅失調査」という。）は、建築物の滅失動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得る

ことを目的とする。

（用語の意義）

第十五条　この章で「建築物」及び「住宅」とは、第二条に規定するものをいう。

（滅失調査の区分）

第十六条　滅失調査は、左に掲げる調査区分によつて行う。

一　建築物除却統計調査

二　建築物災害統計調査

（災害報告の手続）

第十七条　法第十五条第三項の規定による災害による滅失又は損壊の報告（以下「災害報告」という。）は、毎月分につき取りまとめ翌月

五日までに別記第三号様式により行う。

２　災害報告において補正の必要がある場合においては翌月末日までに、別記第三号様式に「災害補正」と明記して報告しなければならな

い。

（滅失調査の範囲）

第十八条　建築物除却統計調査は、法第十五条第一項の規定による建築物を除却しようとする旨の届出（以下「除却の届出」という。）に

係る建築物について行う。

２　建築物災害統計調査は、災害報告に係る建築物について行う。

（滅失調査の時期）

第十九条　建築物除却統計調査は、除却の届出を受理したとき、建築物災害統計調査は、災害報告を受けたときに行う。

（滅失調査の調査事項）

第二十条　滅失調査は、左に掲げる事項について行う。

一　建築物除却統計調査

（一）　除却予定期日

（二）　除却場所

（三）　構造

（四）　建築物の用途

（五）　住宅の戸数
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（六）　建築物の数

（七）　建築物の床面積の合計

（八）　建築物の評価額

（九）　除却原因

二　建築物災害統計調査

（一）　被災市区町村名

（二）　災害種別（火災、震災、風水災、その他の別）

（三）　被害区分（全焼、全壊、全流失、半焼、半壊、半流失の別）

（四）　建築物の数

（五）　住宅の戸数

（六）　床面積の合計

（七）　構造

（八）　建築物の用途

（九）　火災件数

（十）　建築物の損害見積額

（滅失調査に係る調査票の作成及び送付）

第二十一条　都道府県知事は、除却の届出及び災害報告に基づいて、毎月分について左の各号の調査票（その作成に代えて電磁的記録の作

成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項、第二十三条、第二十四条及び第二十六条において同じ。）を作成し、これを

翌月十三日までに到達するよう国土交通大臣に送付しなければならない。

一　別記第四号様式の建築物除却統計調査票

二　別記第五号様式の建築物災害統計調査票

２　第七条第二項の規定は、前項の調査票について準用する。

第二十二条　都道府県知事は、第十七条第二項の災害補正報告に基づいて、当該報告を受けた月毎月分について別記第五号様式の建築物災

害統計調査票（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む。次項、次条、第二十四条及び第二

十六条において同じ。）を作成し、「災害補正」と明記して、これを翌々月十日までに到達するよう国土交通大臣に送付しなければならな

い。

２　第七条第二項の規定は、前項の調査票について準用する。

（滅失調査に係る結果の公表）

第二十三条　国土交通大臣は、第二十一条及び前条の規定により送付を受けた調査票に基づいて、毎月分について全国の集計を翌月末日ま

でに行い、その集計結果を、翌々月末日までに、建築物の滅失及び損壊に関して国土交通大臣が作成する月報に掲載して公表する。

第二十四条　国土交通大臣は、第二十一条及び第二十二条の規定により送付を受けた調査票に基づいて、毎年、年次建築動態統計表を作成

して翌年九月末日までに公表する。

（滅失調査に係る関係書類等の保存）

第二十五条　都道府県知事は、第十七条の報告書を二年間保存しなければならない。

第二十六条　国土交通大臣は、第二十一条及び第二十二条の規定により送付を受けた調査票、第二十三条に規定する集計結果並びに第二十

四条に規定する年次建築動態統計表（この条において「関係書類」と総称する。）を、二年間保存しなければならない。ただし、関係書

類が電磁的記録で作成されている場合には、当該電磁的記録を永年保存するものとする。

附　則

１　この省令は、昭和二十六年一月一日から施行する。

２　建築動態統計調査規則（昭和二十五年建設省令第八号）は廃止する。

３　第九条第一項各号に定める日が令和三年一月一日から令和四年四月三十日までの間にある場合における同項の規定の適用については、

同項中「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する月の翌々月十三日」とあるのは、「令和四年六月三十日」とす

る。

４　第九条第二項各号に定める日が令和三年一月一日から令和四年一月三十一日までの間にある場合における同項の規定の適用について

は、同項中「当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日以後四月を経過する日の属する月の末日」とあるのは、「令和四年

六月三十日」とする。

附　則　（昭和二六年八月一〇日建設省令第二七号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行し、昭和二十六年八月一日から適用する。

附　則　（昭和三〇年五月一〇日建設省令第一二号）

この省令は、昭和三十年六月一日から施行する。

附　則　（昭和三一年三月三〇日建設省令第五号）

この省令は、昭和三十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三二年三月二九日建設省令第二号）

この省令は、昭和三十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和三四年一二月二三日建設省令第三五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三六年一一月一四日建設省令第三三号）

この省令は、昭和三十七年一月一日から施行する。

附　則　（昭和三八年一二月二八日建設省令第二六号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和三十九年一月一日から施行する。

附　則　（昭和四五年一二月一七日建設省令第二六号）

この省令は、昭和四十六年一月一日から施行する。

附　則　（昭和四七年三月三一日建設省令第九号）

この省令は、昭和四十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四七年一二月二七日建設省令第三五号）

この省令は、昭和四十八年一月一日から施行する。
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附　則　（昭和五〇年一一月二八日建設省令第一八号）

この省令は、昭和五十一年一月一日から施行する。

附　則　（昭和五三年三月一日建設省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五七年三月三日建設省令第二号）

この省令は、昭和五十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六三年四月一日建設省令第五号）

この省令は、昭和六十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成元年三月二七日建設省令第三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成六年二月二三日建設省令第四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令による改正前の建設業法施行規則、建築士法施行規則、建築動態統計調査規則、建設機械抵当法施行規則、河川法施行規則、

道の区域内の建設大臣が管理する河川に係る流水占用料等に関する省令、都市再開発法施行規則、浄化槽設備士に関する省令、浄化槽工

事業に係る登録等に関する省令、浄化槽の型式の認定に関する省令及び建設省関係研究交流促進法施行規則に規定する様式による書面

は、平成六年三月三十一日までの間は、これを使用することができる。

附　則　（平成一一年四月二六日建設省令第一四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十一年五月一日）から施行する。

附　則　（平成一一年九月二七日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。ただし、次条から附則第二十九条までの規定は、法の一部の施行の日（平成十一年十月一

日）から施行する。

（建築動態統計調査規則の一部改正に伴う経過措置）

第八条　前条の規定による改正前の建築動態統計調査規則別記第一号様式は、平成十三年四月三十日までの間は、これを使用することがで

きる。

附　則　（平成一一年一〇月一日建設省令第四五号）

（施行期日）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二〇日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一三年五月三一日国土交通省令第九五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一五年二月一四日国土交通省令第一三号）

この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一六年六月一八日国土交通省令第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年七月一日から施行する。

（建築動態統計調査規則の一部改正に伴う経過措置）

第十七条　前条の規定による改正前の建築動態統計調査規則別記第一号様式及び別記第二号様式は、平成十七年三月三十一日までの間は、

これを使用することができる。

附　則　（平成一九年三月二八日国土交通省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

（建築動態統計調査規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　第二条の規定による改正前の建築動態統計調査規則別記第一号様式は、平成二十年三月三十一日までの間は、これを使用すること

ができる。

附　則　（平成二〇年一二月二四日国土交通省令第一〇三号）

この省令は、平成二十一年一月十四日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三〇日国土交通省令第一五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、統計法の施行の日（平成二十一年四月一日）から施行する。

（建築動態統計調査規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　この省令の施行の際現に第二条の規定による改正前の建築動態統計調査規則の様式により使用されている調査票は、第二条の規定

による改正後の建築動態統計調査規則の様式によるものとみなす。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和二年五月一五日国土交通省令第四八号）

１　この省令は、令和二年七月一日から施行する。

２　次の各号に掲げる建築物についてこの省令の施行後行う建築動態統計調査規則第三条第三号の調査については、この省令による改正後

の建築動態統計調査規則の規定（第十二条及び第二十四条を除く。）にかかわらず、なお従前の例による。

一　令和二年十二月三十一日までに建築の工事が完了した建築物

二　令和二年十二月三十一日までに建築の工事が中止された建築物
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三　着手予定期日が令和元年十二月三十一日以前である建築物であって、当該着手予定期日から一年を経過しても建築の工事が着手され

なかったもの

附　則　（令和三年三月三一日国土交通省令第二七号）

この省令は、令和四年四月一日から施行する。

附　則　（令和四年四月二八日国土交通省令第四四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和五年二月二八日国土交通省令第四号）

この省令は、令和五年四月一日から施行する。
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別記第一号様式（第七条関係）
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第二号様式

 

7



別記第三号様式（第十七条関係）（Ａ４）

別記第三号様式（第十七条関係）（A4）（平15国交令13・全改、平20国交令103・令元国交令1・令2国交令48・一部改正）第三号様式建築物災害報告書（年月分）知事殿受付年月日番号年月日※市区町村長名建築基準法第15条第3項の規定により、災害による建築物の滅失又は損壊を報告します。1被災市区町村名2災害種別火災・風水災・震災その他3火災件数4被害区分全焼・全壊・全流失半焼・半壊・半流失計85建築物の数建築物7床面積の床面積の床面積の住宅の戸数建築物の数建築物の数建築物の数合計合計合計の損害建の床面積の築用合計見積額平方メ平方メ平方メ物途6構造住宅の戸数住宅の戸数住宅の戸数－トル－トル－トル（万円）棟棟棟居木造戸戸戸棟棟棟住その他戸戸戸そ木造棟棟棟の他その他棟棟棟合木造棟棟棟その他棟棟棟計計棟棟棟（注）イ、※欄は記入しないこと。ロ、2、4欄は該当文字を〇印にて囲むこと。ハ、この書は災害種別ごとに作成のこと。ニ、市の中、区のある市においては、区ごと、災害ごとに本書を作成すること。
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別記第四号様式（第二十一条関係）（Ａ４）

建 築 物 除 却 統 計 調 査 票
国 土 交 通 省

第四号様式

令和 年 月

3 4
除却

原因
（コード） （市区郡コード）

 ２．その他

建 築 物 の 用 途 除 却 原 因 構 造

 １． 老朽して危
建築物用途分類による番号
を記入すること  １．木 造

1 2 5 6

     険があるため

第 号
令 和 年 月 日

作  成  者

調査番号
調査期日

氏  名

7 8

一 連 番 号

建 築 物

の 用 途

建  築  物  の  評  価  額

（戸）  （平方メートル） （千円）     
建築物の数

除却予定期日

除 却 場 所
市 区 郡 内 住宅の戸数 建 築 物 の 床 面 積 の 合 計都道

府県
市区郡

 ２．その他

構造
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別記第五号様式（第二十一条関係）（Ａ４）

別記第五号様式（第二十一条関係）（A4）（平15国交令13・全改、令元国交令1・令2国交令48・一部改正）第五号様式建築物災害統計調査票年月分区調査都道市第号1被災市区町村名町番号府県郡村調査年月日期日2災害種別1火災2風水災3震災その他作成者氏名3火災件数4被害区分全焼・全壊・全流失半焼・半壊・半流失計85建築物の数建築物7床面積の床面積の床面積の住宅の戸数建築物の数建築物の数建築物の数合計合計合計の損害建の床面積の築用合計見積額平方メ平方メ平方メ物途6構造住宅の戸数住宅の戸数住宅の戸数－トル－トル－トル（万円）棟棟棟居木造戸戸戸棟棟棟住その他戸戸戸そ木造棟棟棟の他その他棟棟棟合木造棟棟棟その他棟棟棟計計棟棟棟（注）この票は災害種別ごとに作成すること。
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